
京都市消防局訓令甲第１号 

各         部 

防 災 危 機 管 理 室 

消 防 学 校 

各 消 防 署 

京都市消防局違反処理規程の一部を次のように改正する。 

平成２２年５月３１日 

京都市消防局長 三 浦 孝 一 

第２条第４号中「第８条の２の３第６項」の右に「（法第３６条第１項において準

用する場合を含む。）」を加え，同条第７号中「第８条の２の３第５項」の右に「（法

第３６条第１項において準用する場合を含む。）」を加える。 

第８条第２項中「第３５条の１０」を「第３５条の１３」に改める。 

第１６条の２第１項中「第８条第３項及び第４項」の右に「（法第３６条第１項に

おいて準用する場合を含む。）」を，「第８条の２第３項」の右に「（法第３６条第

１項において準用する場合を含む。），第８条の２の５第３項」を加える。 

第１６条の３中「第８条の２の３第６項」の右に「（法第３６条第１項において準

用する場合を含む。）」を，「第５号様式の２」の右に「又は第５号様式の３」を加

える。 

第２１条第２項中「配達証明郵便又は内容証明郵便により」を「郵便法第４４条に

規定する配達証明又は内容証明の郵便物として」に改める。 

 第５号様式の２の次に次の様式を加える。 



第５号様式の３（第１６条の３関係） 

京都市  消防署達第    号   

年  月  日   

 

住 所 

氏 名           様 

 

京都市  消防署長   

印 

 

特 例 認 定 取 消 書 

 

あなたの管理する下記防火対象物（  年  月  日京都市  消

防署指令第  号認定）は，消防法第３６条第１項において準用する同

法第８条の２の３第６項第  号に該当するため，同項の規定に基づき，

特例認定を取り消す。 

 

記 

 

１ 防火対象物の表示 

  所在地 

  名 称 

  用 途 

 

２ 特例認定の取消しの理由となる事実 

 

 

 

 

教示 

 この処分に不服があるときは，この処分を受けた日の翌日から起算して６０日

以内に，京都市消防局長に対して審査請求をすることができます。 

また，この処分を受けた日（京都市消防局長に審査請求をしたときは，当該審

査請求に対する京都市消防局長の裁決を受けた日）の翌日から起算して６箇月以

内に，京都市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます（訴訟において京都市を代表する者は，京都市長となります。）。 



第６号様式中「第４１条第１項第２号」を「第４１条第１項第３号」に改める。 
   附 則 

 この訓令は，平成２２年６月１日から施行する。 

（消防局予防部） 


